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はじめに 

 

 豊かで活力ある２１世紀の日本経済の基盤を構築するために、良質な社会資

本を速やかに提供することは、大変重要な課題のひとつです。国土交通省にお

いては、効率的かつ効果的に社会資本を整備・管理し、質の高い公共サービス

を提供するため、民間の資金・能力を活用する観点から、ＰＦＩ（Private Finance 

Initiative）方式の導入を積極的に推進しています。 

 しかし、ＰＦＩ事業を発案して１０年を過ぎた英国においてさえ、全公共事

業の１５％程度しかＰＦＩで実施されていないことからも明白なように、ＰＦ

Ｉには自ずとそれになじむ事業とそうでない事業とがあります。また、ある地

域で成功したＰＦＩ事業と同種の事業であっても、周辺環境等が変われば別の

結果となる可能性もあります。このようなことから、ＰＦＩ事業として成立す

るか否かは、事業特性と様々な制度的な要因に依存する問題であると認識され

ています。 

加えて重要な点として、ＰＦＩ事業は、「住民の利益を代表する公共」と「Ｐ

ＦＩ事業者」と「金融機関」の３者にとって、それぞれメリットがある際に成

立するということが挙げられます。また、同じ事業であっても、「公共」と「Ｐ

ＦＩ事業者」のリスク分担が最適に行われることによって、ＶＦＭ（Value for 

Money）の最大化が図られ、より良い事業形態が実現できます。 

 今回の取り組みにおいては、国土交通省が所管する事業の中から、第１次検

討対象として１３件の具体的な事業を選定し、簡易なＶＦＭの算定を行いまし

た。ＶＦＭ算定には、公共とＰＦＩ事業者のリスク分担、ＰＦＩ事業者が必要

とするサービス対価（ライフサイクルコスト）、金融機関が融資を行う際の条件

（金利等）などを設定する作業が必要です。この作業は、公共のみで行えるも

のではなく、公共が分かり易い情報提供を行い、民間から幅広い意見が寄せら

れることによって達成されるものです。 

 本資料は、検討事例を対象として、ある仮定条件を設けて、ＰＦＩとしてな

じむか否かの判断に必要な一次的な調査を行うものです。よって今回の検討事

例が、そのまま即座にＰＦＩの対象事業となるものではありませんが、今回の

調査を契機に、官民双方にとってＰＦＩとしての適否を判断する重要な情報交

換がなされ、より具体的な条件が設定されていく中で、今後実際に事業化され

ていく個別具体案件における真の事業性の確認がなされるものであります。 

 なお、今回構築した算定方法は「ＶＦＭ簡易シミュレーションモデル」とあ

るように、本来のＶＦＭ算定において考慮すべきいくつかの重要な項目に関し、

それらを便宜的に省略するなどの前提を設定して算定した簡略版です。しかし、

各対象事業について、ＰＦＩ事業としてのおおよその成立可能性を検討する目

安を与えるものにはなっております。 

その作業方針や条件設定等について、ＰＦＩに造詣の深い専門家の皆様から
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忌憚のないご意見・ご指摘をいただくことで、簡易な手法を用いつつも、より

詳細なＶＦＭ算定への橋渡しとなるよう図りました。このような点も認識の上、

地方公共団体等の公共機関においても、本資料をＶＦＭ算定の一つの参考とし

て、ご活用いただければ幸いです。 

最後になりましたが、東北大学宮本和明教授をはじめとする下記の専門家の

皆様には、ご多忙中にもかかわらず、精力的に本資料を検討いただき、多くの

ご示唆を賜わりました。心より御礼を申し上げます。 
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本編の構成 

 

第１部 「ＶＦＭ簡易シミュレーション算定」の全体像について  

今回の取り組みの背景・目的、各章の概要について整理した。 

 

第２部 ＶＦＭ簡易シミュレーションモデルについて  

   ＶＦＭを算定するモデルの基本構造とその計算過程を説明した。 

      また、精緻なＶＦＭ算定と比較して、本モデルではどのように簡易化し

たのか、その条件設定について説明した。 

   今回の算定結果を見て、簡易シミュレーションであるが故の限界あるい

は傾向について再度振り返り、今後行うべき作業の指針とすべく、課題の

整理を行った。 
 

第３部 個別事業算定結果について  

   検討事例として選定した１３事業（既に着手している事業を含む）につ

いて、以下４つの様式に沿って、その内容を分かり易く説明した。 

●様式１：個別概要シート 

   今回算定対象とした各事業の名称、事業主体、範囲、方式、期間、事業

費内訳（従来型）、資金調達等について一覧表を示した。 

●様式２：事業内容シート 

   各事業の概要、立地条件についてまとめ、施設整備（設計、建設等）、維

持管理・運営について、ＰＦＩ事業者がどの範囲の業務を実施すると仮定

したのかについて、整理した。 

  ●様式３：リスク分担  

公共とＰＦＩ事業者とのリスク分担はＰＦＩ事業の根幹をなすものであ

る。今後民間からの意見聴取等を経て、より適切なリスク配分を見極める

必要があるが、ここでは本シミュレーションで想定したリスク分担につい

て説明した。 

民間等からの意見聴取の結果、より一層適切なリスク分担が図られるも

のと考えている。 

  ●様式４：感度分析 

   従来型で事業を行った場合の「リスク調整額等を含む公共負担額の現在

価値換算」全額をＰＦＩ事業者に支払う（ＶＦＭは０となる）と仮定した

場合の、施設整備費の削減率、維持管理・運営費の削減率と、それに対応

する事業の採算性、安定性の推移を表にしたものである。 

   これを基にＰＦＩ事業者、金融機関の意見聴取を行うことにより、一定

の条件下ではあるが、簡易な事業性の確認がなされるものと考えている。 

 




